
GDPの引き上げ額（兆円）

年 ケース２ ケース３ ケース４

1998 0.154

1999 0.188

2000 0.234

2001 0.266

2002 0.31

2003 0.357

2004 0.405

2005 0.452

2006 0.509

2007 0.559

2008 0.595

2009 0.631

2010 0.686 1.657 0.202

2011 0.732 1.978 0.244

2012 0.777 2.129 0.287

2013 0.821 2.254 0.329

2014 0.868 2.387 0.373

2015 0.919 2.53 0.42

2016 0.969 2.669 0.465

2017 1.018 2.808 0.511

2018 1.067 2.95 0.558

2019 1.119 3.097 0.605

2020 1.172 3.248 0.654

自殺・うつ対策の経済的便益（自殺・うつによる社会的損失）の推計の概要
（国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部 金子能宏氏・佐藤格氏）
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自殺やうつ病がなくなった場合、経済的便益
の推計額は単年で約２兆７千億円

自殺やうつ病がなくなった場合、２０１０年での
ＧＤＰ引き上げ効果は約１兆７千億円

（2009年の例）

①自殺がゼロになることによる稼働所得の増加(1兆9028億円)

②
うつ病による自殺と休業がなくなることによる労災補償給付（労災
年金を含む）の減少(456億円)

③うつ病による休業がなくなることによる賃金所得の増加(1094億円)

④
うつ病がきっかけとなって失業することがなくなることによる求職者
給付の減少(187億円)

⑤
うつ病がきっかけとなって生活保護を受給することがなくなることに
よる給付の減少(3046億円)

⑥
うつ病がなくなることによる医療費の減少(国民医療費ベー
ス)(2971億円)
注）医療費削減額は国民医療費の精神疾患医療費総額（男女計）のう

ち、生活保護医療扶助の重複を除く額

2兆6782
億円

◆単年の推計額は、その年に自殺で亡くなった方が亡くなられずに働き
続けた場合に得ることが出来る生涯所得の推計額（①）と、うつ病によっ
てその年に必要となる失業給付・医療給付等の減少額等（②~⑥）の合計

左記の単年の推計による、②、④～⑥はこの推計には含まれない。

ケース２
１９９８年以後の自殺者数（約３万１千人）が、１９９８年以後も、１
９９７年以前の自殺者数（約２万２千人）と同程度の水準で推移
していたと仮定

ケース３
約３万１千人で推移している自殺者数が、２０１０年以降、ゼロに
なると仮定

ケース４
約３万１千人で推移している自殺者数が、２０１０年以降、
１９９７年以前の自殺者数（約２万２千人）と同程度の水準で推
移すると仮定
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